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質的期限である 2006 年３月前までに市町村数は 3,231 から 1,821 へ 43.7％、うち人口１万人未
満の市町村数は 1,537 から 483 へ 68.6％減少した。人口段階別にみると、町村の減少率は 5,000






























 さぬき市は 2002 年４月に、香川県大川郡５町の合併・市政施行により誕生した市である。香











人へ増加した後、2000 年の 57,772 人へ 786 人減少していた（表１－１参照）。新市誕生後の 2005
年には 2000 年比で 2,018 人減の 55,754 人、2010 年には 2005 年比で 2,754 人減の 53,000 人に減









  （世帯） 世帯員(人) 
  総数 男 女 
1985 年 57,152 27,419 29,733 15,607 3.66 
1990 年 57,604 27,606 29,998 16,887 3.41 
1995 年 58,390 28,350 30,040 19,159 3.05 
2000 年 57,772 28,132 29,640 19,728 2.93 
2005 年 55,754 26,718 29,036 20,046 2.78 
2010 年 53,000 25,358 27,642 19,698 2.69 
出所：さぬき市資料（「さぬき市統計データ：人口、世帯数の推移」）。 













津田地区 大川地区 志度地区 寒川地区 長尾地区 
世帯 
総数 
2010 年 19,698 2,643 2,096 8,715 1,855 4,389 
2005 年 20,046 2,745 2,106 9,016 1,832 4,347 
2005～
2010 
増減数 △348 △102 △10 △301 23 42 
増減率(%) △1.74 △3.72 △0.47 △3.34 1.26 0.97 
人口 
2010 年
総数 53,000 6,976 6,228 21,298 5,742 12,756 
男 25,358 3,241 2,912 10,411 2,718 6,076 
女 27,642 3,735 3,316 10,887 3,024 6,680 
2005 年
総数 55,754 7,573 6,522 22,517 6,022 13,120 
男 26,718 3,543 3,016 11,024 2,835 6,300 
女 29,036 4,030 3,506 11,493 3,187 6,820 
2005～
2010 
増減数 △2,754 △597 △294 △1,219 △280 △364 
増減率(%) △4.94 △7.88 △4.51 △5.41 △4.65 △2.77 
出所：さぬき市資料（「平成 22 年国勢調査報告（確定値）について」）。 
 
 人口増減は、自然増減（出生者数マイナス死亡者数）と社会増減（転入者数マイナス転出者
数）から成る。町村合併が行われた 2002 年度には、自然増減は早くも 141 人のマイナスであっ
たが、社会増減が 91 人のプラス（転入超過）であったために、人口減少は 50 人にとどまった
（表１－３参照）。合併２年目の 2003 年度には、自然減は 148 人で前年度とほぼ同規模であっ
たが、社会増減が 58 人のマイナス（転出超過）に転じたために、人口減は一挙に 200 人台に高
まった。 
 社会増減の転出超過は 2003 年度以降、さぬき市の人口動態の基調となった。転出超過数は、
2005 年度には 141 人、2007 年度には 192 人、2008 年度には 309 人と急速に拡大した。2008 年
度まで転出者数は1,600人台であり横ばいで推移したが、転入者が2002年度の1,714人から2008
年度の 1,268 人に減少したことによる。リーマン・ショック後の不況の影響で転入者数と転出
者数がともに減少して人口移動の規模が縮小し、社会減は 2009 年度に 224 人に減少した。一方 
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表１－３ 人口増減と内訳 
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出所：「住民基本台帳人口総覧」（財）国土地理協会、2003 年版～2011 年版。 
 
 
で、死亡者数の増加により自然減が 340 人台に拡大したため、人口減少数は 2009 年度 547 人、























年度の 139.1 から 2005 年度 146.9、2008 年度 150.8 と対全国格差指数（全国平均を 100 とする
指数）を高め、リーマン・ショックの影響で 2009 年度に 149.2 と小幅な低下を示した。全国で
個人所得水準が最も高い東京都港区の対全国格差指数は、2000年度の289.2から2005年度361.9、
2008 年度 444.9 と際立った上昇を示し、2009 年度に 426.8 へ低下した。 
 一方、地方圏の所得水準は停滞した。香川県の個人所得水準の対全国格差指数は、2002 年度
の 90.9 から 2004 年度の 90.1 まで横ばいで推移した後、2005 年度に 88.9 に下落し、2007 年度
























02 03 04 05 06 07 08 09
対全国平均
対県平均













 普通会計の歳入総額は、新市誕生の 2002 年度には 211.9 億円であったが、2003 年度の 255.2
億円に急減した後、2004～2005 年度には 260 億円台、2006～2007 年度には 220～230 億円へと
縮小した（表２－１参照）。 
 人口の社会増減や個人所得の動向に示されるような地域経済の停滞を反映して、市税が伸び
悩んだ。2006 年度の 2002 年度を 100 とした指数は、市税計 95.7、個人市民税 92.8、法人市民
税 153.8、固定資産税 89.4 と法人市民税を除いては新市誕生時点の水準を下回っていた。 
 市税は 2006 年度の 52.5 億円から 2007 年度 59.2 億円、2008 年度 60.2 億円と増加に転じ、歳
入における構成比は 22.6％から 26～27％へ高まった。その主な要因は、「三位一体の改革」に
よる所得税から個人住民税への税源移譲である。個人市民税は 2006 年度の 21.9 億円から税源
移譲が実施された 2007 年度の 27.9 億円へ 32.1％も増加した。リーマン・ショック後の不況の
影響で、市税は 2009 年度 54.4 億円、2010 年度 53.7 億円と再び減少に向かい、歳入における構
成比は 2009 年度 22.0％、2010 年度 19.6％と低下した。 
 2003 年度に市税が減少したにもかかわらず、地方交付税も前年度の 95.3 億円から 87.1 億円
に 8.6％削減された。2005 年度には 88.9 億円に回復したが、2002 年度の 93.3％にとどまってい
た。2006 年度には再び減少に転じ、2007 年度には 86.2 億円（2002 年度の 90.4％）まで縮小し
た。 
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表２－１ 普通会計歳入の推移 
                百万円/％ 
  2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
市税 5,488 4,959 5,032 5,213 5,254 5,916 6,020 5,438 5,366 
  (17.0) (19.4) (18.9) (19.5) (22.6) (27.0) (26.2) (22.0) (19.6) 
  市民税 2,138 1,836 1,879 2,009 2,190 2,792 2,900 2,417 2,352 
    個人市民税 1,800 1,596 1,551 1,546 1,670 2,206 2,201 2,159 1,982 
   法人市民税 338 240 328 463 520 586 699 258 370 
  固定資産税 2,954 2,717 2,737 2,788 2,641 2,700 2,722 2,639 2,630 
地方譲与税 251 273 386 487 696 290 280 262 254 
税交付金 749 777 858 803 814 811 725 680 665 
地方交付税 9,528 8,709 8,780 8,892 8,750 8,617 9,098 9,456 10,328 
  (29.5) (34.1) (33.0) (33.2) (37.7) (39.3) (39.6) (38.3) (37.8) 
国県支出金 6,276 3,513 3,373 4,959 2,452 2,161 2,442 3,881 4,450 
  (19.4) (13.8) (12.6) (18.5) (10.6) (9.8) (10.6) (15.7) (16.3) 
地方債 6,258 3,419 3,937 3,285 2,381 1,662 1,771 2,184 1,774 
  (19.4) (13.4) (14.8) (12.3) (10.2) (7.6) (7.7) (8.8) (6.5) 
  うち臨時財政対策債 853 1,731 1,230 952 850 771 722 800 700 
その他 22,120 16,111 17,029 17,136 13,752 12,600 13,240 14,651 16,401 
 使用料・手数料 913 1,008 1,052 996 1,007 995 971 972 945 
 繰入金 985 254 1,142 44 52 58 68 155 771 
合          計 32,312 25,516 26,588 26,747 23,235 21,944 22,979 24,702 27,314 
  (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
 一般財源総額 21,187 17,497 18,661 17,429 17,321 16,928 17,833 18,123 19,598 
  経常一般財源総額 15,851 15,569 15,338 15,594 15,622 15,578 16,014 15,825 16,458 
 地方交付税+臨財債 10,381 10,440 10,010 9,844 9,600 9,388 9,820 10,256 11,028 


























 2001 年度には、1954 年度に地方交付税制度発足に伴い策定を開始した地方財政計画が初めて
前年度比で削減され、削減は 2007 年度まで続いた。それに対応して地方交付税総額は、横ばい
の 2005 年度を除き、2001～2007 年度にほぼ一貫して縮小した６）。地方交付税と臨時財政対策















ると、2002 年度の 6.3％から 2003 年度の 12.3％へ急上昇している。国の地方財政対策の転換の
影響が、さぬき市では実質的に初年度の 2003 年度財政に強く現れたのである。 
市町村合併に対する財政上の促進措置への期待と現実のズレは、さぬき市では合併協議会が
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策定した「新市建設計画」における 10 カ年（2002～2011 年度）の財政計画と実績の乖離とし
て現れた。財政計画では地方交付税は 2002～2004 年度に 100 億円台と横ばいで推移するとした
が、決算額の財政計画に対する比率は 2002年度に 94.3％、2003年度に 86.7％、2004年度に 87.3％
にとどまった。地方交付税と臨時財政対策債を合わせた「実質的」な地方交付税は 2004 年度ま
では 100 億円台と横ばいで推移したが、2005 年度以降は 2007 年度の 939 億円まで減少してお
り、「三位一体の改革」の一環としての地方交付税削減の影響が現れている。それに加えて財政
計画では市税は 2002～2004 年度に 55.4 億円と横ばいで推移するとしたが、決算額の財政計画




議なくされ、それに対応して財政計画で 2003～2004年度に 600億円台を見込んだ地方債は 2002















期の政策が継承されている。2011 年度地方財政対策では、地方交付税総額は 4,799 億円、2.8％
の増加にとどまった。臨時財政対策債が１兆 5,476 億円、20.1％削減されたたため、「実質的」
な地方交付税は約１兆円、4.3％削減された。2012 年度地方財政対策では、地方交付税総額は
811 億円、0.5％の増加に抑えられている。臨時財政対策債は 260 億円削減されたから、「実質
的」な地方交付税はほぼ横ばいとなっている。結局、民主党政権の下での地方交付税総額の回
－ 81 － 
復措置は初年度に行われただけで、２年度目からは抑制基調に戻っている。 
国の地方財政対策の転換により、さぬき市の地方交付税は 2008 年度 91 兆円、2009 年度 946
兆円、2010 年度 103 億円と増加に転じた。2009 年度から市税は減少に転じたが、地方交付税の
増額により、一般財源総額は 2008～2010 年度に増加を続けた。「実質的」な地方交付税は 2009
年度には 100 億円台に回復し、2010 年度には新市誕生後始めて 110 億円台に達した。一般財源
総額の増加に支えられて、歳出総額は 2009 年度から増加に転じたものの、2010 年度には 273.1










旧５町の決算額合計では、投資的経費が 2001 年度に 30.2％、2002 年度に 13.7％もの高い伸
びを示した。旧５町が合併を前に｢合併特例事業債｣を活用しつつ「駆け込み投資」を行ったこ
とによる。2003 年度以降、市税と地方交付税が減少すると、投資的経費は早くも縮小の局面に
入った。投資的経費は 2002 年度の 91.9 億円から 2003 年度の 42.3 億円へ 1/2 以上削減され、
2005 年度には災害復旧事業費の急増により一時増加したものの、2007 年度の 6.7 億円（2002
年度の 14.8％の規模）まで急激に縮小した（表２－２参照）。 
財政計画に対する決算額の比率をみると、2002 年度には 106.2％に達していたが、2003 年度
42.1％、2004 年度 43.0％と 1/2 以下に落ち込んだ。町村合併をバラ色に描いた投資計画は、新
市の実施的な初年度予算で早々と崩壊した点が注目される。地方交付税の増加による一般財源
総額の回復に支えられて、2008 年度から投資的経費は増加に転じたものの、2010 年度に 27.2
億円で 2002 年度の 1/3 の規模にとどまっている。 
義務的経費は 2003 年度に減少したものの、2004 年度以降は増加を続けた。義務的経費のう
ちでは、人件費は 2002 年度の 44.6 憶円から 2010 年度の 35.6 億円まで毎年度削減された。普
通会計ベースの一般職員数は 2002年度の 470人から 2006年度の 392人に年平均 19.5人減少し、
以後 2010 年度の 344 人へ年平均 12.0 人減少している。人件費の削減は財政計画よりも大幅で
ある。職員数の削減による人件費の縮減は、町村合併の行政効率引き上げ効果の反映というよ 
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表２－２ 普通会計性質別歳出の推移 
                百万円/％ 
  2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
歳出合計 30,861  24,567  25,726 26,071 22,908 21,477 22,486 24,087 26,847  
  (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
義務的経費 9,322  9,081  9,551 9,583 9,716 9,726 9,847 10,124 10,322  
  (30.2) (37.0) (37.1) (36.8) (42.4) (45.3) (43.8) (42.0) (38.4) 
 人件費 4,458  4,157  4,313 4,170 3,993 3,872 3,669 3,581 3,555  
  (14.4) (16.9) (16.8) (16.0) (17.4) (18.0) (16.3) (14.9) (13.2) 
 扶助費 1,920  2,087  2,245 2,209 2,257 2,312 2,351 2,489 3,043  
  (6.2) (8.5) (8.7) (8.5) (9.9) (10.8) (10.5) (10.3) (11.3) 
 公債費 2,944  2,837  2,993 3,204 3,466 3,542 3,827 4,054 3,724  
  (9.5) (9.7) (11.6) (12.3) (15.1) (16.5) (17.0) (16.8) (13.9) 
投資的経費 9,191  4,229  5,171 6,070 2,718 1,356 1,665 2,184 2,718  
  (29.8) (17.2) (20.1) (23.3) (11.9) (6.3) (7.4) (9.1) (10.1) 
 うち普通建設事業費 9,191  4,071  4,315 3,024 2,350 1,342 1,665 2,095 2,704  
  (29.8) (16.6) (16.8) (11.6) (10.3) (6.2) (7.4) (8.7) (10.1) 
その他の経費 12,351  11,257  11,004 10,418 10,474 10,395 10,974 11,779 13,807  
  (40.0) (45.8) (42.7) (37.1) (45.7) (48.4) (48.8) (48.9) (51.4) 
 物件費 4,197  3,469  3,147 2,651 2,512 2,587 2,479 2,664 2,690  
 維持補修費 110  120  113 89 79 83 67 64 77  
 補助費等 5,204  3,906  3,808 3,723 3,828 3,831 3,933 4,763 3,883  
 積立金 2  880  831 832 905 616 936 936 2,554  
 投資・出資金 1  10  1 0 0 0 89 65 215  
 貸付金 227  198  292 211 186 184 184 195 1,195  
 繰出金 2,610  2,674  2,812 2,912 2,964 3,094 3,286 3,092  3,193  
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表２－３ 普通会計目的別歳出の推移 
                百万円/％ 
  2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
歳出合計 30,861 24,567 25,726 26,071 22,908 21,477 22,486 24,087  26,847 
  (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
総務費 7,928 4,187 4,463 3,383 3,306 3,107 3,460 3,941  3,727 
  (25.7) (17.0) (17.3) (13.0) (14.4) (14.5) (15.4) (16.4) (13.9) 
民生費 5,078 5,113 5,470 5,320 5,528 5,322 5,416 5,586  6,599 
  (16.5) (20.8) (21.3) (20.4) (24.1) (24.8) 比率 (23.2) (24.6) 
 社会福祉費 1,480 1,567 1,589 1,566 1,804 1,540 1,485 1,609    
 老人福祉費 1,478 1,436 1,525 1,545 1,471 1,523 1,661 1,629    
 児童福祉費 1,815 1,764 1,831 1,821 1,863 1,902 1,885 1,950    
 生活保護費 305 346 364 389 389 356 385 398    
衛生費 2,901 2,688 2,789 2,533 2,431 2,394 2,658 2,453  2,492 
  (9.4) (10.9) (10.8) (9.7) (10.6) (11.1) (11.8) (10.2) (9.3) 
農林水産業費 2,167 1,787 1,599 1,296 1,158 1,150 1,138 1,147  1,261 
  (7.0) (7.3) (6.2) (5.0) (5.1) (5.4) (5.1) (4.8) (4.7) 
商工費 1,447 555 544 422 533 506 531 657  727 
  (4.7) (2.3) (2.1) (1.6) (2.3) (2.4) (2.4) (2.7) (2.7) 
土木費 3,855 3,572 3,048 2,072 2,314 2,240 2,338 2,199  3,311 
  (12.5) (14.5) (11.8) (7.9) (10.1) (10.4) (10.4) (9.1) (12.3) 
 道路橋りょう費 1,417 1,026 726 313 419 349 362 589    
 都市計画費 1,420 1,541 1,590 1,497 1,380 1,368 1,413 1,241    
   街路費 64 303 352 183 103 99 121 －   
   公園費 134 55 14 42 39 37 31 35    
   下水道費 1,201 1,183 1,224 1,265 1,232 1,225 1,254 1,193    
 住宅費 595 483 198 50 44 40 33 30   
消防費 795 789 1,020 958 787 775 759 753 709 
  (2.6) (3.2) (4.0) (3.7) (3.4) (3.6) (3.4) (3.1) (2.6) 
教育費 3,264 2,519 2,636 3,539 2,712 2,115 2,057 2,654  3,873 
   (10.6) (10.3) (10.2) (13.6) (11.8) (9.8) (9.1) (11.0) (14.4) 
 小学校費 719 407 675 1,076 429 267 257 332    
 中学校費 400 210 177 154 160 170 144 554    
 幼稚園費 464 508 475 1,006 821 417 403 394    
 社会教育費 650 412 381 377 400 342 354 387    
 保健体育費 678 706 634 619 595 597 578 634    
災害復旧費 0 158 856 3,046 368 14 － 89  14 
  0.0 (0.6) (3.3) (11.7) (1.6) (0.1) （－） (0.4) (0.1) 
公債費 2,944 2,837 2,993 3,204 3,467 3,542 3,827 4,054  3,724 
  (9.5) (11.5) (11.6) (12.3) (15.1) (16.5) (17.0) (16.8) (13.9) 
注：１）(    ）内は歳出総額に対する比率。 


















は、３カ年度（2008～2010 年度）平均指標で 0.44％、単年度指標で 0.40 である（表３－１参
照）。全国 120 都市の中での順位は 629 位で、中位に位置している。総務省の「市町村類似団体
財政指数表」の都市類型区分で、さぬき市はⅡ－１型（人口５万人～10 万人、国勢調査の就業
人口の第１次産業比率５％以上・第３次産業比率 55％以上）に属する。同類型の 120 都市の中
での順位は 63 位で、ここでも中位に位置している。 
 
表３－１ 財政諸指標の全国順位、類似都市順位－2010 年度－ 
  指標 全国順位 類似都市順位 
財政力指数（３カ年度平均） 0.44     
財政力指数（単年度） 0.40  629 99 
経常収支比率Ⅰ（％） 88.4 407 63 
経常収支比率Ⅱ（％） 92.3     
実質公債費比率（単年度、％） 20.8 20      3 















常収支比率は 92.3％で財政の硬直度は著しく高い。経常収支比率Ⅰは 88.4％で、全国 120 都市
の中では 407 位であり、上位 1/3 に位置している。類似都市の中では 63 位で中位に位置してい
る。 
さぬき市の際立った特徴は、実質公債費比率に現れている。20.8％で全国都市の中では高い































 地方債事前協議制に移行した 2006 年度に「実質公債費比率」は 22.2％で 18％を超えていた。






普通会計の地方債残高は 2002 年度末の 289 億円から 2005 年度末の 323 億円まで増加を続けた
（表３－２参照）。公営企業会計における地方債（企業債残高）は、2002 末年度の 254 億円（う
ち公共下水道事業特別会計 154 億円、水道事業会計 58 億円）から 2004 年度末の 257 億円まで
微増した後、2005 年度末の 253 億円に微減した。その結果、普通会計と公営企業会計を合わせ
た地方債残高は、2002 年度末の 542 億円から 2005 年度末の 576 億円まで増加した。地方債残
高増加が顕著であった普通会計についてみると、地方債発行額に対する公債費のうちの元金償
還費の割合は、2002 年度の 35.9％から 2005 年度の 80.1％へ急上昇したものの、100％を下回っ
ており、地方債残高は増加し続けたのである。 
地方債発行額に対する公債費のうちの元金償還費の割合は、2006 年度に 121.8％と初めて
100％を超え、地方債残高は減少に転じた。この比率は 2007 年度 180.0％、2008 年度 187.0％、
2009 年度 163.9％、2010 年度 185.4％と高い水準で推移している。公債費の拡大と地方債の新
規発行の縮小により、普通会計の地方債残高は 2005 年度末の 323 億円から 2010 年度末の 260
億円へ約 20％縮小している。公営企業における地方債残高は、2005 年度末の 253 億円から 2010
年度末の 221 億円へ 12.4％縮小している。その結果、普通会計と公営企業会計を合わせた地方
債残高は、2005 年度末の 576 億円から 2010 年度末の 481 億円まで 16.4％縮小している。 
注目されるのは、地方債残高の拡大局面においても、縮小局面においても合併特例事業債と 
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表３－２ 普通会計の主な事業債区分別地方債残高の推移 
    2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
  一般公共事業債 1,227 1,161 1,103 1,015 931 831 806 714 
  公営住宅建設事業債 2,340 2,291 2,175 2,060 1,924 1,756 1,464 1,342 
  教育・福祉施設等整備事業債 1,711 1,574 1,430 1,306 1,187 1,082 969 934 
  一般単独事業債 15,224 16,067 16,428 16,021 15,084 14,023 13,192 12,212 
   うち地域総合整備事業債 1,311 963 627 363 246 160 95 50 
実数  うち合併特例事業債 1,846 4,048 5,909 6,994 7,307 7,502 7,861 7,879 
（百万円）  うち臨時地方道整備事業債 4,591 4,297 3,978 3,590 3,294 2,825 2,493 2,162 
  厚生福祉施設整備事業債 1,626 1,472 1,322 1,167 1,009 859 716 570 
  財源対策債 766 788 731 666 598 557 487 420 
  減税補てん債 1,544 1,516 1,473 1,410 1,290 1,166 1,037 904 
  臨時財政対策債 2,988 4,218 5,148 5,929 6,518 6,975 7,453 7,771 
  その他 2,672 2,565 2,496 2,214 1,917 1,667 1,396 1,137 
       合    計 30,099 31,652 32,307 31,787 30,457 28,916 27,519 26,003 
  一般公共事業債 4.1 3.7 3.4 3.2 3.1 2.9 2.9 2.7 
  公営住宅建設事業債 7.8 7.2 6.7 6.5 6.3 6.1 5.3 5.2 
  教育・福祉施設等整備事業債 5.7 5.0 4.4 4.1 3.9 3.7 3.5 3.6 
  一般単独事業債 50.6 50.8 50.9 50.4 49.5 48.5 47.9 47.0 
   うち地域総合整備事業債 4.4 3.0 1.9 1.1 0.8 0.6 0.3 0.2 
構成比  うち合併特例事業債 6.1 12.8 18.3 22.0 24.0 25.9 28.6 30.3 
（％）  うち臨時地方道整備事業債 15.3 13.6 12.3 11.3 10.6 9.8 9.1 8.3 
  厚生福祉施設整備事業債 5.4 4.6 4.4 3.7 3.3 3.0 2.6 2.2 
  財源対策債 2.5 2.5 2.3 2.1 2.0 1.9 1.8 1.6 
  減税補てん債 5.1 4.8 4.6 4.4 4.2 4.0 3.8 3.5 
  臨時財政対策債 9.9 13.3 15.9 18.7 21.4 24.1 27.1 29.9 
  その他 8.9 8.1 7.4 6.9 6.3 5.8 5.1 4.3 
       合    計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
出所：さぬき市「公債費負担適正化計画」2011 年 9 月策定。 
 
臨時財政対策債の残高が増加を続け、普通会計の地方債残高に占めるシェアを急速に高めてき
たことである。合併特例事業債残高は、2003 年度末には 185 億円、構成比 6.1％であったが、
2005 年度末には 591 億円、構成比 12.8％に拡大し、さらに 2010 年度末までに 788 億円、30.3％
に拡大した。臨時財政対策債残高は、2003 年度末には 299 億円、構成比 9.9％であったが、2005





 さぬき市は 2011 年９月に「公債費負担適正化計画」を策定した。実質公債費比率の目標につ
いては、「将来着実に協議団体へ移行できるよう、少なくとも現状から逓減させることとし、第
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３年度（2013 年度）までには 18％を下回って、その後も逓減傾向を継続させること」とした。
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予定事業を加味
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以上の方針に基づく公債費負担適正化により、既往債に係る実質公債費比率（３カ年度平均）
は、計画年度の 20.8％から第２年度（2011 年度）19.0％、第３年度（2012 年度）17.1％と低下
し、２年度目には起債許可団体の基準である 18％ラインを下回ると推計される（図３－１参照）。
今後の予定事業を加えた実質公債費比率をみても、第３年度（2013 年度）には 18％ラインを下
回って 17.6％まで下降し、計画最終年度（2020 年度）には 14.2％まで低下すると見込まれ、実
質公債費比率の目標は実現することになる。 













質公債費負担比率（単年度指標）をみると、篠山市は 22.5％となっており、全国 784 都市の中















－ 90 － 
６）1990 年代末以降の地方交付税の大幅削減と地方財政調整機能の脆弱化については、拙稿「地域格差是
正と地方交付税改革」『生活経済政策』第 131 号、2007 年 12 月、３－７頁を参照のこと。 
７）地方交付税上の市町村合併促進措置、特に合併特例事業債の「疑似餌」としての実態については、高
木健二「合併特例債は〈疑似餌〉」前掲書[2006]、57－72 頁で詳述されている。 
８）兼村高文「合併特例債に踊った篠山市」町田俊彦編著、前掲書[2006]、99－117 頁。 
